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第１章 計画策定の趣旨等 

 

１ 計画策定の趣旨 

 自殺は、その多くが追い込まれた末の死です。自殺の背景には、精神保健上

の問題だけでなく、過労、生活困窮、育児や介護疲れ、いじめや孤立などのさ

まざまな社会的要因があります。我が国の自殺者数は、平成１０年以降、１４

年連続で年間３万人を超えていました。平成１８年に国が策定した自殺対策基

本法が施行されて以降、「個人の問題」と認識されがちであった自殺は広く

「社会の問題」と認識されるようになり、国を挙げて自殺対策が総合的に推進

された結果、自殺者の年次推移は減少傾向となったものの、依然として２万人

を超える水準となっています。 

 そこで、平成２８年４月、自殺対策基本法が改正され、全ての自治体に自殺

対策計画の策定が義務付けられ、地域レベルでの自殺対策をさらに推進するこ

ととされました。 

 このため、本市においても自殺対策計画を策定し、「生きることの包括的な

支援」として、地域全体で自殺対策に取り組み、「誰も自殺に追い込まれるこ

とのない小郡市」の実現を目指します。 

 

 

２ 計画の位置づけ 

 本計画は、自殺対策基本法第１３条第２項に定める「市町村地域自殺対策計

画」であり、国の自殺対策基本法の基本理念や「自殺総合対策大綱」の基本理

念や基本方針を踏まえて策定します。 

 

 

３ 計画の推進期間 

 国の自殺総合対策大綱がおおむね５年を目途に見直しが行われることを踏ま

え、本計画の推進期間は平成３１年度から平成３５年度までの５年間としま

す。 

 

 

 

 

 

 


